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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次 第110期中 第111期中 第112期中 第110期 第111期

会計期間
自　平成18年２月１日

至　平成18年７月31日

自　平成19年２月１日

至　平成19年７月31日

自　平成20年２月１日

至　平成20年７月31日

自　平成18年２月１日

至　平成19年１月31日

自　平成19年２月１日

至　平成20年１月31日

売上高 (千円) 2,192,6151,968,4321,878,0424,253,4723,873,937

経常利益 (千円) 192,668 114,910 74,434 297,587 224,243

中間(当期)純利益 (千円) 90,846 60,170 38,536 139,088 104,693

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) ― ―     ― ― ―

資本金 (千円) 564,200 564,200 564,200 564,200 564,200

発行済株式総数 (千株) 28,210 28,210 28,210 28,210 28,210

純資産額 (千円) 1,801,4831,811,5801,826,0771,842,9121,848,548

総資産額 (千円) 7,223,7996,881,5346,634,6057,044,6616,882,257

１株当たり純資産額 (円) 64.29 64.72 65.30 65.81 66.07

１株当たり中間
(当期)純利益

(円) 3.24 2.15 1.38 4.96 3.74

潜在株式調整後
１株当たり中間
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ― 3.00 2.00

自己資本比率 (％) 24.9 26.3 27.5 26.2 26.9

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 349,318 229,016 78,634 602,450 563,744

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △101,389△151,507△56,819△143,012△248,476

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △228,678△108,984△77,585△454,202△332,743

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

(千円) 327,449 281,960 240,189 313,435 295,959

従業員数
(ほか、臨時従業員数)

(人)
46
(23)

49
(23)

46
(23)

47
(23)

48
(23)

(注) １　当社は、中間連結財務諸表を作成していないので、中間連結会計期間に係る主要な経営指標等の推移について

は記載していない。

２　売上高には、消費税等は含まれていない。

３　当社は、関連会社を有していないため、持分法を適用した場合の投資利益は記載していない。

４　潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載していない。

５　第110期の１株当たり配当額３円には、創立70周年記念配当１円を含んでいる。
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２ 【事業の内容】

当中間会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な変

更はない。

　

３ 【関係会社の状況】

当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はない。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 提出会社の状況

平成20年７月31日現在

従業員数(人) 46(23)

(注)　従業員数は当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であり、臨時従業員数は(　)

内に外数で記載している。

　

(2) 労働組合の状況

当社の労働組合の組合員は27名である。

なお、労使関係について特に記載すべき事項はない。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当中間会計期間のわが国経済は、原油、食料、飼料及び原材料価格の高騰や米国経済減速の影響を受け、

これまで好調を維持してきた企業収益が減少に転じたほか、物価の上昇が個人消費の萎縮をもたらすな

ど、先行き弱含みの厳しい状況で推移した。 

　この間当社は、事業所全般に亘る顧客満足度のより高いサービスの提供と部門別業績管理のさらなる徹

底を図り、集客と収入の確保に努めたが、売上高は前年同期に比較して4.6％減の1,878,042千円となっ

た。 

　一方、費用の面においては、全社において諸経費全般に亘って鋭意節減に努めたが、税制改正に伴う減価

償却費の増加もあり、前年同期に比較して営業利益は46.3％減の70,408千円、経常利益は35.2％減の

74,434千円となり、中間純利益は36.0％減の38,536千円となった。 

 

　

①　劇場部門

(A) 概要

「花より男子ファイナル」「相棒　―劇場版―」「インディ・ジョーンズ　クリスタル・スカルの

王国」「崖の上のポニョ」「ザ・マジックアワー」「ライラの冒険　黄金の羅針盤」「Ｌ

 change the WorLd」「ドラえもん」「名探偵コナン」「魔法にかけられて」などの話題作品を上

映して観客誘致に努め、また劇場内設備の各種改良により快適性や利便性の向上を図ったが、全国的

に映画興行収入が前年実績を大きく下回る中、昨年９月末日限りでアポロシネマ８プラス１の営業

を廃止したことに伴う減収に加え、当社事業エリア近隣に相次ぎシネマコンプレックスが開業した

影響もあり、この部門の収入合計は前年同期に比較して8.6％減の578,990千円となり、営業原価控除

後では30,365千円の営業総損失となった。

　

(B) 営業成績

劇場

　

区分 単位
当中間会計期間

(平成20年２月１日から
平成20年７月31日まで)

前年同期比(％)

入場人員 千人 407 △7.4

劇場収入 千円 578,990 △8.6

稼働率 ％ 24.6 ―

　
(注)　稼働率＝

入場人員

一日の収容能力(定員×興行回数)×興行日数
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②　ビル賃貸部門

(A) 概要

テナント入居率の維持向上に努めるとともに、新たにアポロビル、ルシアスビルを対象とした来店

ポイントカードの発行を開始し、両ビルへの集客促進を図るほか、映画鑑賞券をお持ちのお客様への

優待サービス告知強化策として案内表示をビル館内に設置するなど、劇場部門との連携による相乗

的な収益向上を図ったが、駐車場収入等ビル付帯事業を含めたこの部門の収入合計は前年同期に比

較して2.6％減の1,010,732千円となり、営業原価を控除した営業総利益は13.3％減の206,368千円と

なった。

　

(B) 営業成績

　

区分 単位
当中間会計期間

(平成20年２月１日から
平成20年７月31日まで)

前年同期比(％)

不動産賃貸収入 千円 862,222 △1.5

不動産付帯収入 千円 148,509 △8.9

合計 千円 1,010,732 △2.6

不動産賃貸
稼働率

アポロビル ％ 95.8 ―

あべのルシアス ％ 99.1 ―

合計 ％ 98.1 ―

　
(注)　不動産賃貸稼働率＝

賃貸面積

賃貸可能面積

　

③　娯楽場等部門

(A) 概要

アポロ３階ゲームセンター及びアポロ４階ゲームセンターが減収となったほか、全般に個人消費

低迷の影響を免れず、この部門の収入合計は前年同期に比較して2.8％減の288,319千円となり、営業

原価を控除した営業総利益は7.7％減の50,363千円となった。

　

(B) 営業成績

　

区分 単位
当中間会計期間

(平成20年２月１日から
平成20年７月31日まで)

前年同期比(％)

娯楽場収入 千円 279,385 △2.3

その他事業収入 千円 8,934 △15.9

合計 千円 288,319 △2.8
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(2) キャッシュ・フロー

当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、投資活動における固定資産

の取得等による支出及び財務活動における借入金の返済等による支出が、営業活動による収入を上回っ

たため、前期末に比較して55,770千円（18.8％）減少し、当中間会計期間末には、240,189千円となった。

また、当中間会計期間における各キャッシュ・フローは次のとおりである。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当中間会計期間において営業活動で得られた資金は、78,634千円（前年同期比65.7％減）となった。こ

れは、税引前中間純利益及び減価償却費等によるものである。なお、税引前中間純利益の減少、法人税等の

支払額の増加等により、営業活動で得られた資金は前年同期に比較して減少している。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当中間会計期間において投資活動で使用した資金は、56,819千円（前年同期比62.5％減）となった。こ

れは、有形固定資産の取得による支出等によるものである。なお、短期貸付金の回収等により、投資活動で

使用した資金は前年同期に比較して減少している。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当中間会計期間において財務活動で使用した資金は、77,585千円（前年同期比28.8％減）となった。こ

れは、配当金の支払い等によるものである。なお、記念配当に係る配当金支払額の減少等により、財務活動

で使用した資金は前年同期に比較して減少している。

　

２ 【生産、受注及び販売の状況】

当社は、受注生産形態をとる事業を行っていないため、事業部門ごとに生産規模及び受注規模を金額及び

数量で示す記載をしていない。

このため、販売の状況については、「１ 業績等の概要」における各事業部門の業績に関連付けて記載し

ている。

　

３ 【対処すべき課題】

当中間会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課

題はない。

　

４ 【経営上の重要な契約等】

当中間会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はない。

　

５ 【研究開発活動】

特記事項なし。
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第３ 【設備の状況】

１ 【主要な設備の状況】

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。

　

２ 【設備の新設、除却等の計画】

当中間会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について重要な変更並びに

重要な設備計画の完了はない。

また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はない。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 80,000,000

計 80,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(平成20年７月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年10月16日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 28,210,00028,210,000
大阪証券取引所
市場第二部

―

計 28,210,00028,210,000― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項なし。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項なし。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成20年７月31日 ― 28,210 ― 564,200 ― 24,155
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(5) 【大株主の状況】

平成20年７月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社
(近畿日本鉄道株式会社退職給
付信託口)

東京都港区浜松町２―11―３

 
 

12,700 45.01

近鉄保険サービス株式会社 大阪市天王寺区上本町５―７―12 2,508 8.89

近畿日本鉄道株式会社 大阪市天王寺区上本町６―１―55 1,636 5.79

岸本ビル株式会社 大阪府河内長野市汐の宮町29―７ 251 0.89

株式会社近鉄百貨店 大阪市阿倍野区阿倍野筋１―１―43 172 0.60

近鉄観光株式会社 大阪市天王寺区上之宮町２―14 157 0.55

南　野　顕　夫 大阪府東大阪市 112 0.39

大　上　　　勉 大阪市天王寺区 72 0.25

南　園　良三郎 奈良県奈良市 62 0.21

東　野　治　彦 大阪市住吉区 60 0.21

計 ― 17,731 62.85

(注) １　日本マスタートラスト信託銀行株式会社(近畿日本鉄道株式会社退職給付信託口)名義の株式は、日本マスター

トラスト信託銀行株式会社と三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社との共同受託に基づく退職給付信託で、近畿日本

鉄道株式会社の信託財産である。

２　当社は、自己株式246千株(0.87％)を所有しており、上記大株主からは除外している。

　

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年７月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

246,000
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

26,090,000
13,045 ―

単元未満株式
普通株式

1,874,000
― ―

発行済株式総数 28,210,000― ―

総株主の議決権 ― 13,045 ―

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式523株が含まれている。
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② 【自己株式等】

平成20年７月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社きんえい

大阪市阿倍野区
阿倍野筋１―５―１

246,000 ― 246,000 0.87

計 ― 246,000 ― 246,000 0.87

　

２ 【株価の推移】

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】

　

月別 平成20年２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月

最高(円) 363 351 350 365 355 359

最低(円) 345 330 336 340 350 328

(注)　最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第二部におけるものである。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動はない。
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第５ 【経理の状況】

１　中間財務諸表の作成方法について

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令

第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成している。

なお、前中間会計期間(平成19年２月１日から平成19年７月31日まで)は、改正前の中間財務諸表等規則に

基づき、当中間会計期間(平成20年２月１日から平成20年７月31日まで)は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づいて作成している。

　

２　監査証明について

当社は、前中間会計期間(平成19年２月１日から平成19年７月31日まで)及び当中間会計期間(平成20年２

月１日から平成20年７月31日まで)の中間財務諸表について、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に

基づき、監査法人トーマツの中間監査を受けている。

　

３　中間連結財務諸表について

当社は子会社がないので、中間連結財務諸表を作成していない。
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１【中間財務諸表等】

(1) 【中間財務諸表】

① 【中間貸借対照表】

　

前中間会計期間末

(平成19年７月31日)

当中間会計期間末

(平成20年７月31日)

前事業年度の
要約貸借対照表
(平成20年１月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 281,960 240,189 295,959

　２　売掛金 85,311 81,476 89,521

　３　たな卸資産 4,187 3,365 3,575

　４　その他 210,532 200,537 262,245

　　　流動資産合計 581,9918.5 525,5687.9 651,3029.5

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産 ※１

　　(1) 建物 ※２ 2,295,156 2,134,661 2,203,260

　　(2) 機械及び設備 ※２ 1,316,392 1,357,279 1,424,825

　　(3) 器具備品 57,738 49,196 56,041

　　(4) 土地 ※２ 1,011,936 1,011,936 1,011,936

　　(5) その他 313,226 222,080 222,080

　　　　有形固定資産合計 4,994,449 4,775,154 4,918,144

　２　無形固定資産 44,502 48,288 55,088

　３　投資その他の資産

　　(1) 差入保証金 1,225,540 1,254,740 1,225,540

　　(2) その他 35,051 30,853 32,182

　　　　投資その他の資産
　　　　合計

1,260,591 1,285,593 1,257,722

　　　固定資産合計 6,299,54391.5 6,109,03692.1 6,230,95590.5

　　　資産合計 6,881,534100.0 6,634,605100.0 6,882,257100.0
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前中間会計期間末

(平成19年７月31日)

当中間会計期間末

(平成20年７月31日)

前事業年度の
要約貸借対照表
(平成20年１月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　１　買掛金 158,620 128,937 108,453

　２　短期借入金 100,000 100,000 ―

　３　１年以内に返済
　　　予定の長期借入金

435,920 937,420 868,920

　４　未払金 161,146 224,030 282,227

　５　繰延税金負債 14,494 ― ―

　６　賞与引当金 15,000 13,300 10,400

　７　その他 380,852 379,013 516,785

　　　流動負債合計 1,266,03318.4 1,782,70126.9 1,786,78525.9

Ⅱ　固定負債

　１　長期借入金 1,528,980 791,560 977,020

　２　繰延税金負債 228,709 194,150 195,428

　３　退職給付引当金 121,067 111,481 122,680

　４　受入保証金 1,918,029 1,897,862 1,903,295

　５　その他 7,135 30,771 48,498

　　　固定負債合計 3,803,92155.3 3,025,82645.6 3,246,92247.2

　　　負債合計 5,069,95473.7 4,808,52872.5 5,033,70873.1
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前中間会計期間末

(平成19年７月31日)

当中間会計期間末

(平成20年７月31日)

前事業年度の
要約貸借対照表
(平成20年１月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 564,2008.2 564,2008.5 564,2008.2

　２　資本剰余金

　　(1) 資本準備金 24,155 24,155 24,155

　　　資本剰余金合計 24,1550.4 24,1550.4 24,1550.3

　３　利益剰余金

　　(1) 利益準備金 120,197 120,197 120,197

　　(2) その他利益剰余金

　　　　固定資産圧縮
　　　　積立金

448,316 402,521 424,828

　　　　別途積立金 300,000 300,000 300,000

　　　　繰越利益剰余金 428,410 501,311 496,421

　　　利益剰余金合計 1,296,92318.8 1,324,02919.9 1,341,44619.5

　４　自己株式 △79,597△1.2 △89,068△1.3 △84,396△1.2

　　　株主資本合計 1,805,68226.2 1,823,31627.5 1,845,40626.8

Ⅱ　評価・換算差額等

　１　その他有価証券
　　　評価差額金

5,8970.1 2,7600.0 3,1410.1

　　　評価・換算差額等
　　　合計

5,8970.1 2,7600.0 3,1410.1

　　　純資産合計 1,811,58026.3 1,826,07727.5 1,848,54826.9

　　　負債・純資産合計 6,881,534100.0 6,634,605100.0 6,882,257100.0
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② 【中間損益計算書】

　

前中間会計期間

(平成19年２月１日から
平成19年７月31日まで)

当中間会計期間

(平成20年２月１日から
平成20年７月31日まで)

前事業年度の
要約損益計算書

(平成19年２月１日から
平成20年１月31日まで)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 1,968,432100.0 1,878,042100.0 3,873,937100.0

Ⅱ　営業原価 1,671,91284.9 1,651,67587.9 3,312,56585.5

　　　営業総利益 296,51915.1 226,36612.1 561,37214.5

Ⅲ　一般管理費 165,3608.4 155,9588.3 318,6098.2

　　　営業利益 131,1596.7 70,4083.8 242,7626.3

Ⅳ　営業外収益 ※１ 1,1070.0 19,7441.0 15,2660.4

Ⅴ　営業外費用 ※２ 17,3570.9 15,7180.8 33,7840.9

　　　経常利益 114,9105.8 74,4344.0 224,2435.8

Ⅵ　特別利益 ※３ ― ― ― ― 12,9660.3

Ⅶ　特別損失 ※４ 13,4990.6 7,7830.4 64,4781.6

　　　税引前中間
　　　(当期)純利益

101,4105.2 66,6513.6 172,7324.5

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

55,000 13,000 144,000

　　　法人税等調整額 △13,76041,2392.1 15,11528,1151.5 △75,96068,0391.8

　　　中間(当期)純利益 60,1703.1 38,5362.1 104,6932.7
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③ 【中間株主資本等変動計算書】

前中間会計期間(平成19年２月１日から平成19年７月31日まで)

　
株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本

合計資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金

固定資産

圧縮積立金
別途積立金

繰越利益

剰余金

平成19年１月31日残高(千円) 564,20024,155120,197472,544200,000528,026△73,5871,835,535

中間会計期間中の変動額

　固定資産圧縮積立金の取崩 △24,228 24,228 ―

　別途積立金の積立 100,000△100,000 ―

　剰余金の配当 △84,014 △84,014

　中間純利益 60,170 60,170

　自己株式の取得 △6,009△6,009

　株主資本以外の項目の

　中間会計期間中の変動額(純額)
―

中間会計期間中の変動額合計

(千円)
― ― ― △24,228100,000△99,615△6,009△29,853

平成19年７月31日残高(千円) 564,20024,155120,197448,316300,000428,410△79,5971,805,682

　
評価・換算

差額等

純資産合計その他

有価証券

評価差額金

平成19年１月31日残高(千円) 7,3761,842,912

中間会計期間中の変動額

　固定資産圧縮積立金の取崩 ―

　別途積立金の積立 ―

　剰余金の配当 △84,014

　中間純利益 60,170

　自己株式の取得 △6,009

　株主資本以外の項目の

　中間会計期間中の変動額(純額)
△1,479△1,479

中間会計期間中の変動額合計

(千円)
△1,479△31,332

平成19年７月31日残高(千円) 5,8971,811,580
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当中間会計期間(平成20年２月１日から平成20年７月31日まで)

　
株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本

合計資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金

固定資産

圧縮積立金
別途積立金

繰越利益

剰余金

平成20年１月31日残高(千円) 564,20024,155120,197424,828300,000496,421△84,3961,845,406

中間会計期間中の変動額

　固定資産圧縮積立金の取崩 △22,306 22,306 ―

　剰余金の配当 △55,953 △55,953

　中間純利益 38,536 38,536

　自己株式の取得 △4,672△4,672

　株主資本以外の項目の

　中間会計期間中の変動額(純額)
―

中間会計期間中の変動額合計

(千円)
― ― ― △22,306 ― 4,889△4,672△22,089

平成20年７月31日残高(千円) 564,20024,155120,197402,521300,000501,311△89,0681,823,316

　
評価・換算

差額等

純資産合計その他

有価証券

評価差額金

平成20年１月31日残高(千円) 3,1411,848,548

中間会計期間中の変動額

　固定資産圧縮積立金の取崩 ―

　剰余金の配当 △55,953

　中間純利益 38,536

　自己株式の取得 △4,672

　株主資本以外の項目の

　中間会計期間中の変動額(純額)
△381 △381

中間会計期間中の変動額合計

(千円)
△381△22,471

平成20年７月31日残高(千円) 2,7601,826,077
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前事業年度(平成19年２月１日から平成20年１月31日まで)

　
株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本

合計資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金

固定資産

圧縮積立金
別途積立金

繰越利益

剰余金

平成19年１月31日残高(千円) 564,20024,155120,197472,544200,000528,026△73,5871,835,535

事業年度中の変動額

　固定資産圧縮積立金の取崩 △47,716 47,716 ―

　別途積立金の積立 100,000△100,000 ―

　剰余金の配当 △84,014 △84,014

　当期純利益 104,693 104,693

　自己株式の取得 △10,808△10,808

　株主資本以外の項目の

　事業年度中の変動額(純額)
―

事業年度中の変動額合計(千円) ― ― ― △47,716100,000△31,604△10,8089,870

平成20年１月31日残高(千円) 564,20024,155120,197424,828300,000496,421△84,3961,845,406

　
評価・換算

差額等

純資産合計その他

有価証券

評価差額金

平成19年１月31日残高(千円) 7,3761,842,912

事業年度中の変動額

　固定資産圧縮積立金の取崩 ―

　別途積立金の積立 ―

　剰余金の配当 △84,014

　当期純利益 104,693

　自己株式の取得 △10,808

　株主資本以外の項目の

　事業年度中の変動額(純額)
△4,234△4,234

事業年度中の変動額合計(千円) △4,234 5,635

平成20年１月31日残高(千円) 3,1411,848,548
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④ 【中間キャッシュ・フロー計算書】
　

前中間会計期間

(平成19年２月１日から
平成19年７月31日まで)

当中間会計期間

(平成20年２月１日から
平成20年７月31日まで)

前事業年度の
キャッシュ・
フロー計算書

(平成19年２月１日から
平成20年１月31日まで)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ　営業活動による
　　キャッシュ・フロー
　　　税引前中間(当期)純利益 101,410 66,651 172,732

　　　減価償却費 184,799 191,773 360,124

　　　退職給付引当金の増減(△)額 △10,940 △11,199 △9,327
　　　役員退職慰労引当金の
　　　増減(△)額

△7,090 ― △7,090

　　　受取利息及び受取配当金 △694 △750 △1,854

　　　支払利息 17,328 15,699 33,735

　　　固定資産除却損 13,499 7,783 42,350

　　　固定資産臨時償却費 ― ― 22,127

　　　売上債権の増(△)減額 7,782 8,044 3,623

　　　その他流動資産の増(△)減額 △14,739 △30,564 5,956

　　　仕入債務の増減(△)額 32,684 20,484 △17,483

　　　その他流動負債の増減(△)額 △52,665 △48,763 △1,708
　　　その他 12,182 5,397 50,137

　　　　小計 283,557 224,556 653,324

　　　利息及び配当金の受取額 673 1,045 1,556
　　　利息の支払額 △18,238 △16,638 △34,797
　　　法人税等の支払額 △36,976 △130,329 △56,339

　　　営業活動による
　　　キャッシュ・フロー

229,016 78,634 563,744

Ⅱ　投資活動による
　　キャッシュ・フロー
　　　有形固定資産の取得
　　　による支出

△94,280 △70,896 △154,681

　　　無形固定資産の取得
　　　による支出

△200 △18,332 △200

　　　短期貸付金の純増(△)減額 △65,709 76,326 △122,826
　　　差入保証金の返還
　　　による収入

20,000 ― 20,000

　　　差入保証金の差入
　　　による支出

△40 △29,200 △40

　　　受入保証金の純増減(△)額 5,888 △5,433 34,406
　　　その他 △17,166 △9,284 △25,136

　　　投資活動による
　　　キャッシュ・フロー

△151,507 △56,819 △248,476

Ⅲ　財務活動による
　　キャッシュ・フロー
　　　短期借入金の純増減(△)額 100,000 100,000 ―
　　　長期借入金の借入
　　　による収入

― 200,000 ―

　　　長期借入金の返済
　　　による支出

△118,960 △316,960 △237,920

　　　配当金の支払額 △84,014 △55,953 △84,014
　　　その他 △6,009 △4,672 △10,808

　　　財務活動による
　　　キャッシュ・フロー

△108,984 △77,585 △332,743

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る
　　換算差額

― ― ―

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額　 △31,475 △55,770 △17,475

Ⅵ　現金及び現金同等物の
　　期首残高

313,435 295,959 313,435

Ⅶ　現金及び現金同等物の
　　中間期末(期末)残高

281,960 240,189 295,959
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

　
前中間会計期間

(平成19年２月１日から
平成19年７月31日まで)

当中間会計期間
(平成20年２月１日から
平成20年７月31日まで)

前事業年度
(平成19年２月１日から
平成20年１月31日まで)

１　資産の評価基準及び評価方法

　(1) 有価証券

１　資産の評価基準及び評価方法

　(1) 有価証券

１　資産の評価基準及び評価方法

　(1) 有価証券

　　　その他有価証券

　　　　時価のあるもの

　　　　　中間会計期間末日の市場価格

等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算

定)

　　　その他有価証券

　　　　時価のあるもの

同左

　　　その他有価証券

　　　　時価のあるもの

　　　　　期末日の市場価格等に基づく

時価法

(評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算

定)

　(2) たな卸資産

　　　商品

　　　　先入先出法による原価法

　(2) たな卸資産

　　　商品

同左

　(2) たな卸資産

　　　商品

同左

２　固定資産の減価償却の方法

　(1) 有形固定資産

　　　　旧定額法

　　　　なお、主な耐用年数は以下のと

おりである。

　　　　建物　　　　　19～41年

　　　　機械及び設備　８～17年

２　固定資産の減価償却の方法

　(1) 有形固定資産

　　　　定額法

　　　　なお、主な耐用年数は以下のと

おりである。

　　　　建物　　　　　19～41年

　　　　機械及び設備　８～17年

２　固定資産の減価償却の方法

　(1) 有形固定資産

　　　　定額法

　　　　なお、主な耐用年数は以下のと

おりである。

　　　　建物　　　　　19～41年

　　　　機械及び設備　８～17年

　　　(追加情報)

　　　　法人税法の改正に伴い、当中間

会計期間より、平成19年３月

31日以前に取得した資産につ

いては、改正前の法人税法に

基づく減価償却の方法の適用

により取得価額の５％に到達

した事業年度の翌事業年度か

ら、取得価額の５％相当額と

備忘価額との差額を５年間に

わたり均等償却している。こ

の変更により営業利益、経常

利益、税引前中間純利益はそ

れぞれ13,713千円減少してい

る。

　　　(会計方針の変更)

　　　　法人税法の改正((所得税法等の

一部を改正する法律　平成19

年３月30日　法律第６号)及び

(法人税法施行令の一部を改

正する政令　平成19年３月30

日　政令第83号))に伴い、当期

より、平成19年４月１日以降

に取得したものについては、

改正後の法人税法に基づく方

法に変更している。この変更

による損益に与える影響は軽

微である。

　(2) 無形固定資産

　　　ソフトウェア

　　　　利用可能期間(５年)に基づく定

額法

　(2) 無形固定資産

　　　　定額法

　　　　なお、ソフトウェアについては、

利用可能年数(５年)に基づく

定額法を採用している。

　(2) 無形固定資産

同左

３　引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金

　　　債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に

回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上している。

３　引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金

同左

３　引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金

同左
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　 前中間会計期間
(平成19年２月１日から
平成19年７月31日まで)

当中間会計期間
(平成20年２月１日から
平成20年７月31日まで)

前事業年度
(平成19年２月１日から
平成20年１月31日まで)

　(2) 賞与引当金

　　　従業員に対して支給する賞与に

充てるため、将来の支給見込額

のうち当中間会計期間の負担額

を計上している。

　(2) 賞与引当金

同左

　(2) 賞与引当金

　　　従業員に対して支給する賞与に

充てるため、将来の支給見込額

のうち当期の負担額を計上して

いる。

　(3) 退職給付引当金

　　　従業員の退職給付に備えるため、

当中間会計期間末における退職

給付債務に基づき、当中間会計

期間末において発生していると

認められる額を計上している。

　(3) 退職給付引当金

同左

　(3) 退職給付引当金

　　　従業員の退職給付に備えるため、

当期末における退職給付債務に

基づき計上している。

　(4) 役員退職慰労引当金

　　　役員の退職慰労金の支給に備え

るため、内規に基づいて計上し

ていたが、平成19年４月26日開

催の定時株主総会において、役

員の退職慰労金制度の廃止及び

退職慰労金打切り支給を決議し

たことに伴い、役員退職慰労引

当金7,135千円は長期未払金(固

定負債の「その他」)に振替え

ている。

　(4) 　　　―――

 

 

　(4) 役員退職慰労引当金

　　　役員の退職慰労金の支給に備え

るため、内規に基づいて計上し

ていたが、平成19年４月26日開

催の定時株主総会において、役

員の退職慰労金制度の廃止及び

退職慰労金打切り支給を決議し

たことに伴い、役員退職慰労引

当金7,135千円は長期未払金(固

定負債の「その他」)に振替え

ている。

４　リース取引の処理方法

　　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっている。

４　リース取引の処理方法

同左

４　リース取引の処理方法

同左

５　ヘッジ会計の方法

　(1) ヘッジ会計の方法

　　　金利スワップについては、特例処

理の要件を充たしており、特例

処理を採用している。

５　ヘッジ会計の方法

　(1) ヘッジ会計の方法

同左

５　ヘッジ会計の方法

　(1) ヘッジ会計の方法

同左

　(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

　　　ヘッジ手段…金利スワップ

　　　ヘッジ対象…借入金の利息

　(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

　(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

　(3) ヘッジ方針

当社の社内管理規程に基づ

き、金利変動リスクを回避する

目的で行っている。

　(3) ヘッジ方針

同左

　(3) ヘッジ方針

同左
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　 前中間会計期間
(平成19年２月１日から
平成19年７月31日まで)

当中間会計期間
(平成20年２月１日から
平成20年７月31日まで)

前事業年度
(平成19年２月１日から
平成20年１月31日まで)

　(4) ヘッジ有効性評価の方法

　　　リスク管理方針に従って、以下の

条件を充たす金利スワップを締

結している。

　　Ⅰ　金利スワップの想定元本と長

期借入金の元本金額が一致し

ている。

　(4) ヘッジ有効性評価の方法

同左

　(4) ヘッジ有効性評価の方法

　　　リスク管理方針に従って、以下の

条件を充たす金利スワップを締

結している。

　　Ⅰ　金利スワップの想定元本と長

期借入金の元本金額が一致し

ている。

　　Ⅱ　金利スワップと長期借入金の

契約期間及び満期が一致して

いる。

　　Ⅱ　金利スワップと長期借入金の

契約期間及び満期が一致して

いる。

　　Ⅲ　長期借入金の変動金利のイン

デックスと金利スワップで受

払いされる変動金利のイン

デックスが一致している。

　　Ⅲ　長期借入金の変動金利のイン

デックスと金利スワップで受

払いされる変動金利のイン

デックスが一致している。

　　Ⅳ　長期借入金と金利スワップの

金利改定条件が一致してい

る。

　　Ⅳ　長期借入金と金利スワップの

金利改定条件が一致してい

る。

　　Ⅴ　金利スワップの受払い条件が

スワップ期間を通して一定で

ある。

　　　従って、金利スワップの特例処理

の要件を充たしているので中間

決算日における有効性の評価を

省略している。

　　Ⅴ　金利スワップの受払い条件が

スワップ期間を通して一定で

ある。

　　　従って、金利スワップの特例処理

の要件を充たしているので決算

日における有効性の評価を省略

している。

６　中間キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲

　　手許現金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から３ヶ

月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっている。

６　中間キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲

同左

６　キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲

同左

７　その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

　　　消費税等の会計処理

　　　税抜方式によっている。

７　その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

　　　消費税等の会計処理

同左

７　その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項

　　　消費税等の会計処理

同左
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注記事項

(中間貸借対照表関係)

　
前中間会計期間末
(平成19年７月31日)

当中間会計期間末
(平成20年７月31日)

前事業年度末
(平成20年１月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

6,745,053千円

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

6,895,815千円

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

6,791,822千円

※２　有形固定資産のうち

建物1,651,509千円、機械及び

設備967,918千円及び土地

959,225千円は、設備資金等借入

金1,054,900千円(長期借入金

838,980千円、１年以内に返済予

定の長期借入金215,920千円)の

担保に供している。

※２　有形固定資産のうち

建物1,553,003千円、機械及び

設備1,060,589千円及び土地　　

959,225千円は、設備資金等借入

金838,980千円(長期借入金

271,560千円、１年以内に返済予

定の長期借入金567,420千円)の

担保に供している。

※２　有形固定資産のうち

建物1,597,548千円、機械及び

設備1,105,754千円及び土地

959,225千円は、設備資金等借入

金945,940千円(長期借入金

297,020千円、１年以内に返済予

定の長期借入金648,920千円)の

担保に供している。

　

(中間損益計算書関係)

　
前中間会計期間

(平成19年２月１日から
平成19年７月31日まで)

当中間会計期間
(平成20年２月１日から
平成20年７月31日まで)

前事業年度
(平成19年２月１日から
平成20年１月31日まで)

※１　営業外収益のうち重要なもの

受取利息 547千円

※１　営業外収益のうち重要なもの

受取利息 625千円

※１　営業外収益のうち重要なもの

受取利息 1,583千円

営業休止補償金

17,727千円

営業休止補償金

11,818千円

※２　営業外費用のうち重要なもの

支払利息 17,328千円

※２　営業外費用のうち重要なもの

支払利息 15,699千円

※２　営業外費用のうち重要なもの

支払利息 33,735千円

※３　　　　　―――　 ※３　　　　　―――　 ※３　特別利益の内訳

立退補償金 12,966千円

※４　特別損失の内訳

固定資産除却損

13,499千円

※４　特別損失の内訳

固定資産除却損

7,783千円

※４　特別損失の内訳

固定資産除却損

42,350千円

固定資産臨時償却費

22,127千円

　５　減価償却実施額

有形固定資産 177,918千円

無形固定資産 6,880千円

　５　減価償却実施額

有形固定資産 183,292千円

無形固定資産 8,480千円

　５　減価償却実施額

有形固定資産 368,285千円

無形固定資産 13,966千円
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(中間株主資本等変動計算書関係)

前中間会計期間(平成19年２月１日から平成19年７月31日まで)

１　発行済株式の種類及び総数に関する事項

前事業年度末
株式数(株)

当中間会計期間増加
株式数(株)

当中間会計期間減少
株式数(株)

当中間会計期間末
株式数(株)

発行済株式
　普通株式

28,210,000 ― ― 28,210,000

　

２　自己株式の種類及び株式数に関する事項

前事業年度末
株式数(株)

当中間会計期間増加
株式数(株)

当中間会計期間減少
株式数(株)

当中間会計期間末
株式数(株)

自己株式
　普通株式

205,197 15,389 ― 220,586

(注)　普通株式の自己株式数の増加15,389株は、単元未満株式の買取りによるものである。

　

３　新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はない。

　

４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たりの
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年４月26日
　定時株主総会

普通株式 84,014 3.00平成19年１月31日 平成19年４月27日

　

(2) 基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間末後となるもの

該当事項はない。
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当中間会計期間(平成20年２月１日から平成20年７月31日まで)

１　発行済株式の種類及び総数に関する事項

前事業年度末
株式数(株)

当中間会計期間増加
株式数(株)

当中間会計期間減少
株式数(株)

当中間会計期間末
株式数(株)

発行済株式
　普通株式

28,210,000 ― ― 28,210,000

　

２　自己株式の種類及び株式数に関する事項

前事業年度末
株式数(株)

当中間会計期間増加
株式数(株)

当中間会計期間減少
株式数(株)

当中間会計期間末
株式数(株)

自己株式
　普通株式

233,211 13,312 ― 246,523

(注)　普通株式の自己株式数の増加13,312株は、単元未満株式の買取りによるものである。

　

３　新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はない。

　

４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たりの
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年４月24日
　定時株主総会

普通株式 55,953 2.00平成20年１月31日 平成20年４月25日

　

(2) 基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間末後となるもの

該当事項はない。
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前事業年度(平成19年２月１日から平成20年１月31日まで)

１　発行済株式の種類及び総数に関する事項

前事業年度末
株式数(株)

当事業年度増加
株式数(株)

当事業年度減少
株式数(株)

当事業年度末
株式数(株)

発行済株式
　普通株式

28,210,000 ― ― 28,210,000

　

２　自己株式の種類及び株式数に関する事項

前事業年度末
株式数(株)

当事業年度増加
株式数(株)

当事業年度減少
株式数(株)

当事業年度末
株式数(株)

自己株式
　普通株式

205,197 28,014 ― 233,211

(注)　普通株式の自己株式数の増加28,014株は、単元未満株式の買取りによるものである。

　

３　新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はない。

　

４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たりの
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年４月26日
　定時株主総会

普通株式 84,014 3.00平成19年１月31日 平成19年４月27日

　

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当事業年度末後となるもの

　

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たりの
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年４月24日
　定時株主総会

普通株式 利益剰余金 55,953 2.00平成20年１月31日 平成20年４月25日
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(中間キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前中間会計期間

(平成19年２月１日から
平成19年７月31日まで)

当中間会計期間
(平成20年２月１日から
平成20年７月31日まで)

前事業年度
(平成19年２月１日から
平成20年１月31日まで)

　現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係

(平成19年７月31日現在)

現金及び預金勘定 281,960千円

現金及び
現金同等物

281,960

 

　現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係

(平成20年７月31日現在)

現金及び預金勘定 240,189千円

現金及び
現金同等物

240,189

 

　現金及び現金同等物の期末残高と

貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係

(平成20年１月31日現在)

現金及び預金勘定 295,959千円

現金及び
現金同等物

295,959

 

　

(リース取引関係)

　
前中間会計期間

(平成19年２月１日から
平成19年７月31日まで)

当中間会計期間
(平成20年２月１日から
平成20年７月31日まで)

前事業年度
(平成19年２月１日から
平成20年１月31日まで)

　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末

残高相当額

器具備品

取得価額相当額 13,950千円

減価償却累計額
相当額

697千円

中間期末残高
相当額

13,252千円

②　未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 2,790千円

１年超 10,462千円

合計 13,252千円

　　なお、取得価額相当額及び未経過

リース料中間期末残高相当額は、

未経過リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込

み法により算定している。

③　支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 697千円

減価償却費相当額 697千円

④　減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によってい

る。

　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末

残高相当額

器具備品

取得価額相当額 13,950千円

減価償却累計額
相当額

3,487千円

中間期末残高
相当額

10,462千円

②　未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 2,790千円

１年超 7,672千円

合計 10,462千円

　　なお、取得価額相当額及び未経過

リース料中間期末残高相当額は、

未経過リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込

み法により算定している。

③　支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 1,395千円

減価償却費相当額 1,395千円

④　減価償却費相当額の算定方法

　　同左

　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び期末残高

相当額

器具備品

取得価額相当額 13,950千円

減価償却累計額
相当額

2,092千円

期末残高相当額 11,857千円

②　未経過リース料期末残高相当額

 

１年以内 2,790千円

１年超 9,067千円

合計 11,857千円

　　なお、取得価額相当額及び未経過

リース料期末残高相当額は、未経

過リース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算

定している。

③　支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 2,092千円

減価償却費相当額 2,092千円

④　減価償却費相当額の算定方法

　　同左
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(有価証券関係)

前中間会計期間末(平成19年７月31日)

　　その他有価証券で時価のあるもの

　
取得原価
(千円)

中間貸借対照表計上額
(千円)

差額
(千円)

　株式 10,276 20,205 9,928

合計 10,276 20,205 9,928

　

当中間会計期間末(平成20年７月31日)

　　その他有価証券で時価のあるもの

　
取得原価
(千円)

中間貸借対照表計上額
(千円)

差額
(千円)

　株式 10,276 14,923 4,647

合計 10,276 14,923 4,647

　

前事業年度末(平成20年１月31日)

　　その他有価証券で時価のあるもの

　
取得原価
(千円)

貸借対照表計上額
(千円)

差額
(千円)

　株式 10,276 15,565 5,289

合計 10,276 15,565 5,289
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(デリバティブ取引関係)

　
前中間会計期間

(平成19年２月１日から
平成19年７月31日まで)

当中間会計期間
(平成20年２月１日から
平成20年７月31日まで)

前事業年度
(平成19年２月１日から
平成20年１月31日まで)

　当社は、金利スワップ取引を行って

いるが、ヘッジ会計を適用している

ので注記の対象から除いている。

同左 同左

　

(ストック・オプション等関係)

　
前中間会計期間

(平成19年２月１日から
平成19年７月31日まで)

当中間会計期間
(平成20年２月１日から
平成20年７月31日まで)

前事業年度
(平成19年２月１日から
平成20年１月31日まで)

該当事項はない。 同左 同左

　

(持分法損益等)

　
前中間会計期間

(平成19年２月１日から
平成19年７月31日まで)

当中間会計期間
(平成20年２月１日から
平成20年７月31日まで)

前事業年度
(平成19年２月１日から
平成20年１月31日まで)

該当事項はない。 同左 同左

　

(企業結合等関係)

　

前中間会計期間
(平成19年２月１日から
平成19年７月31日まで)

当中間会計期間
(平成20年２月１日から
平成20年７月31日まで)

前事業年度
(平成19年２月１日から
平成20年１月31日まで)

該当事項はない。 同左 同左
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(１株当たり情報)

　
前中間会計期間

(平成19年２月１日から
平成19年７月31日まで)

当中間会計期間
(平成20年２月１日から
平成20年７月31日まで)

前事業年度
(平成19年２月１日から
平成20年１月31日まで)

１株当たり純資産額 64.72円１株当たり純資産額 65.30円１株当たり純資産額 66.07円

１株当たり
中間純利益

2.15円
１株当たり
中間純利益

1.38円１株当たり当期純利益 3.74円

　なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、潜在株式

が存在しないため記載していない。

　なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、潜在株式

が存在しないため記載していない。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜在株式

が存在しないため記載していない。

(注)　算定上の基礎

１　１株当たり純資産額

前中間会計期間末
(平成19年７月31日)

当中間会計期間末
(平成20年７月31日)

前事業年度末
(平成20年１月31日)

純資産の部の合計額(千円) 1,811,580 1,826,077 1,848,548

純資産の部の合計額と１株当
たり純資産額の算定に用いら
れた普通株式に係る純資産額
との差額(千円)

― ― ―

普通株式に係る純資産額
(千円)

1,811,580 1,826,077 1,848,548

普通株式の発行済株式数
(千株)

28,210 28,210 28,210

普通株式の自己株式数(千株) 220 246 233

１株当たり純資産額の算定に
用いられた普通株式の数
(千株)

27,989 27,963 27,976

　

２　１株当たり中間(当期)純利益

前中間会計期間
(平成19年２月１日から
平成19年７月31日まで)

当中間会計期間
(平成20年２月１日から
平成20年７月31日まで)

前事業年度
(平成19年２月１日から
平成20年１月31日まで)

中間(当期)純利益(千円) 60,170 38,536 104,693

普通株主に帰属しない金額
(千円)

― ― ―

普通株式に係る中間(当期)
純利益(千円)

60,170 38,536 104,693

期中平均株式数(千株) 27,996 27,969 27,988
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(重要な後発事象)

前中間会計期間
(平成19年２月１日から
平成19年７月31日まで)

当中間会計期間
(平成20年２月１日から
平成20年７月31日まで)

前事業年度
(平成19年２月１日から
平成20年１月31日まで)

　大阪都市計画事業阿倍野Ａ１地区

第二種市街地再開発事業の進捗によ

り新名画ビル内の映画館「アポロシ

ネマ８プラス１」を平成19年９月30

日限りで廃止することに伴い、平成

19年９月28日、完成建物の一部の給

付を受けるまでの期間の営業休止補

償等の補償金101,602千円を受ける

契約を大阪市と締結した。

 

該当事項はない。 該当事項はない。

　

　

(2) 【その他】

該当事項はない。
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第６ 【提出会社の参考情報】

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。

　

有価証券報告書
及びその添付書類

前事業年度
(第111期)

自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日

平成20年４月24日
近畿財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし。
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独立監査人の中間監査報告書

　

平成19年10月５日

株式会社きんえい

取締役会　御中

　

監査法人　トーマツ

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　和　　田　　頼　　知　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　多　　田　　滋　　和　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社きんえいの平成19年２月１日から平成20年１月31日までの第111期事業年度の中間

会計期間(平成19年２月１日から平成19年７月31日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中

間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。こ

の中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見

を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法

人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重

要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心と

した監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として

中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社きんえいの平成19年７月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計

期間(平成19年２月１日から平成19年７月31日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用

な情報を表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 ※　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が

別途保管している。
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独立監査人の中間監査報告書

　

平成20年９月30日

株式会社きんえい

取締役会　御中

　

監査法人　トーマツ

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　和　　田　　頼　　知　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　秦　　　　一　二　三　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社きんえいの平成20年２月１日から平成21年１月31日までの第112期事業年度の中間

会計期間(平成20年２月１日から平成20年７月31日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中

間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。こ

の中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見

を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法

人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重

要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心と

した監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として

中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社きんえいの平成20年７月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計

期間(平成20年２月１日から平成20年７月31日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用

な情報を表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 ※　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が

別途保管している。
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